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耐 久 消 費財 の ス コア につ い て

竹 内 清

清水川 緋紗子

1

市場調査などの社会的調査を実施するに当っては,被 調査者が自発的に答

えたが らないような質問項 目を,被 調査者に直接質問 しないようにす ること

は,通 常 よい統計を うるための要諦の一つだ とされている。たとえば,総 理

府統計局で実施の家計調査では,通 常一般世帯にたいして所得一一 これは普

通の人は通常素直には答えたが らない ものである一 に関する調査質問は行

なっていない。特に個人業主 とか 自由職業などの人 々は,一 般に所得に関す

る調査 といえばす ぐに対税金問題を連想 し,素 直にそれに応 じない傾向があ

る。 またわが国では一般に金銭的な事柄を直接 口にす るようなことは,は し

たない ことであるとい う社会的な風潮 もあ り,個 人的には金銭的なことは秘

密に しておきたい とい う人情の機微にふれた問題 も存す る。この ような場合

には,よ ほど調査を うまく設計 しかつ実施 しなければ,た とえ所得に関す る

一記入な り回答がえられた としても,そ の真偽のほどは問題なしとしない。

そ こで直接 聞いた場合に問題が存す るとき,他 の答えやすい事項か ら間接

的に,直 接 聞きたかった事項を推測す る方法はよく用いられるものである。

本稿で考察 したのは,こ れに類す る問題をめ ぐったものである。

世帯対象の市場調査などでは,所 得に関する質問よりも消費支出に関す る

質問の方が,被 調査者 との ラポー トも一般に良好である。 また手持の商品に

ついての質問 も割合スムーズに答え られ るものである。

そこで本来所得要因 との関係において,種 々調査結果を分析 したい場合,
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所得要因に代わ る消費支出な り手持耐久消費財 との関係か ら調査結果を分析

することは しばしば行なわれ るところである。消費函数 としては,説 明変数

として単に所得だけ でな く,流 動 資産等を導入す る立場 も有力 なものであ

る。所得 と流動資産の代わ りに消費支出と手持耐久消費財との関係か ら消費

行動を説明す るのは有力な第一次接近 と考えられ るであろ う。す なわち,通

常 クロスセクシ・ン・データの場合,最 低と最高の所得階層を除いた多数の

中間的な所得階層では,所 得にたいす る消費支出の関係は直線で当てはめる

と良好な結果がえ られ る。 また手持耐久消費財は,所 有流動資産 とかな り密

接な関係が想定され るであろ う。

2

ABR(AsahiBrandResearch)で は,世 帯の生活程度をつぎの二つで算

定 している。

(1)月 平均支出額 と家族人数による判定。

月平均支出額を もとに して家族人数別に,上,中 上,中,中 下,下 の段

階に分類する。 これをつぎの耐久消費財手持スコアで修正す る。

② 耐久消費財手持スコアの合計点による修正。

修正の方法は,支 出判定による生活程度別の各層の耐久消費財手持スコ

ア合計点が指定 された範囲内にあ る場合は支出判定通 りとし,範 囲をこ

えるものは1ラ ソク上げ,範 囲に満たないものは1ラ ソク下げる。 また

月間支出総額で判定で きない場合は耐久消費財スコアだけで判定す る。

以上の生活程度の分類規準は,時 間の経過 とともに変化す る性格を もって

い る。何 となれば,一 般的な経済成長 とともに世帯の所得水準は向上するで

あろ うし,ま たその構造も変化す るであろ う。 したがって,そ れに伴な う消

費支出の水準 と構造 も時間的に変化す るであろ う。 また耐久消費財の普及率

も時間的に変化す るであろ うし,か つ また各耐久消費財の普及率の伸び方は

一様でないので付与 され るスコアが時間的に変化す ることになる
。

'
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生活程度をみ る因子 として消費支出を利用 したのは,所 得や貯蓄などより

調査 しやすい面があ る上に,既 述のごとく,消 費支出と所得の間にはかな り

密接 な平行的関係が一般にみ られ るので,第 一次接近 としては妥当な線 とい

え よう。

3

前述 の耐久消費財 ス コアの理論 的な基礎にな ったのは,佐 久 間孝 「実 際 的

調 査 方 法 と して 簡便容 易な生活水準測定の一試案 」(「 マ ー ケ ッテ ィソグ」

誌,No.7,1959,PP.27～31.)で あ る。 と ころ で そ こで の理 論 的展 開には若

干 の疑問点が み られ るので,こ こで は それ の 検 討 と 修 正 を試 み る こと にす

る。 同氏の生活水準指 標作成 の方 法の要点はつ ぎの よ うにな ってい る。

耐久 消費財 の手持状 況を もって,個 々の 消費 者 の生活 水準 を 測 る基礎 が与

え られ ると考 える ことか ら出発 してい る。 そ こで,現 実 性 を無 視 して,i財

所 有世 帯 の生 活 水 準 は す べ て あ る生活水準(x)よ り も高 く,非 所 有世 帯 は

そ れ よ りも低 い と仮 定す る。 この仮定か ら,生 活 水 準 分布 に 対 して パ レー ト

法 則 を適用 してい るが,後 述 の ご と く疑 問 点 が 少 な くは ない。平均 的 な生活

水準 を1・,i財 所 有 世帯 の平 均 生 活 水 準 をli,全 世帯 数 をN,i財 所 有 世 帯 数

をNiと して,つ ぎ の関 係式 を 導 い て い る。

}一(逃Ni)÷(・)

ただ し,α は常 数 で 一 般 に パ レー ト常 数 とよばれ るもの。 つ ぎにNj/N。 をi

財 の 普 及率 と考 え,こ れ をSiと し,上 式 をつ ぎ の よ うに 書 き換 え る。

1・一(1
Si)÷ ・1・(2)

パ レー ト常数 の実証的計測 の結果 として ,α ≒2を え て い る もの と し,便

宜 上 α===2と お き,上 式 を つ ぎの よ うに変 形 す る。

l
l・一"7Tt

,・i・(3)
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上 式 か ら,i財 非 所 有 世 帯 の 生 活 水 準1i,と して,つ ぎ の 恒 等 式(4)を 媒 介 と

し て(5)式 を 導 出 す る。

Sili→一(1-Si)1,i≡ …lo(4)

1
∴1'F1+〆 ζ1・(5)

この よ うに して,i財 所 有 と非所 有 の 世帯 分 布 を 非 現実 的 とはいえ,上 の

よ うに 仮 定 す るか ぎ り,(2)式 と(5)式か ら,平 均 的生 活 水 準 と普及 率 とを え る

な らば,両 者 の生 活 水 準 格 差 を計 測 し うる,と 考 え て い る。

しか し実 際 に は,臨 界 生 活 水 準 な る もの が存 在 す るものではな く,単 一 財

だ け の所 有 ・非所 有 を メル クマ ール とす るときには,そ の 財 独 自の 消費 動 向

が反 映 され,非 現 実 的仮 設 の否 定 だけ が 強 調 され ることになる とす る。

そ こで この制約 を脱 却す るために,各 耐久 消費 財 の結 合 を考 え,綜 合 化 す

る操 作 に よって修 正 を考 えてい る。 す なわ ち,j番 目の世 帯 の 生活 水準 指 標

をLjと し,次 式 で 綜 合化 を行 な って い る。

Lj==Xrijli十2i'rij/li,(6)
ii

た だ し,i財 を 所 有 す る 世 帯 で はrij-1,rijt・=Oと し,非 所 有 の 場 合 は,

ri」-0,rij!-1と お く。(6)式 を つ ぎ の よ う に 変 形 す る 。

Lj=Xrij(1i-li,)十 Σliノ(7)
ii

右辺の第2項 は,調 査設計に おける財の選択に よって 決定 され る ものであ

り,第1項 だけが当該世帯の生活水準格差を規定す る値を与える,と 考える。

このように して選択 され る財の決定はこのような生活水準表示に妥当な線を

守 らなけれぽな らないとす る。

なお平均的な水準1。・・100と し,li-1!で 生活水準格差を求めている。 こ

の生活水準格差をスコアとしており,各 耐久消費財のスコアの合計をもとに

して,消 費支出階層に対応す る5段 階の階層を算出する。
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4

さて前節で耐久 消費財 ス コア導出の理論的背景の概要をみたのであ るが,

こ こで は 「i財 所 有 世帯 はす べ て あ る 生 活 水 準 よりも高 く,非 所 有 世 帯 はそ

れ よ りも低 い 」 とい う簡単 な仮定を一応 是認 した うえで,内 在 的 な検 討 を主

・に試 み る こ とに しよ う。

論議を進 め る前 に,パ レー ト曲線 に つ い て の 簡単 な基本 的知識 を整理 して

お くのは,無 駄 を混 乱 を 避 け る うえ に 必 要 と考 え られ る。

さて パ レー ト曲線 は次式 で与 え られ る。

Ni==AXi--tu(8)

た だ し,Niは 所 得Xi以 上 の人 数,Aお よび α は 常数 で,α が パ レー ト常 数

と よば れ る もの であ る。(8)式 が 基 本 的 な式 に な る。 同様 に して

No=AXo贈 ω(9)

`(8)式か ら

Xiat・=AINi⑩

(9)式か ら

Xoee==A/No⑪

⑩ 式 を⑪ 式 で割 る こ とに よ り,つ ぎの 関 係式 が求 め られ る。

(豊アー葺

∴ 釜 一(並N
i)÷ ⑫

この ⑫ 式が前節の(1)式 に対 応 す る 式 で あ る。 す なわ ち,既 述 の 生 活 水 準

1を こ こで の所 得xに,ま た 世帯 数 を こ こで の 人数 に お きか えて考えれぽ よ

い であ ろ う。

さて まず(1)式 につ い て の検 討 か らは じめ よ う。 パ レー ト曲線 を当 てはめ る

に 当 っては,上 に述 べ た こ とか らも分 る よ うに,

Ni・=Ali-tU⑬
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ただ し,1iはi財 所 有 世 帯 の生 活 水 準 の下 限 一一前節 で定義 された よ うなi

財所 有 世 帯 の 平均 生活 水 準 で は な い一 で,Niは 生 活 水 準1i以 上 の世帯 数,

す なわ ち,i財 所 有 世 帯 数,Aお よび α は 常数 。

また

No-Alo一 ω ㈱

た だ し,1。 は平 均 生 活 水 準,Noは 平均 生 活 水 準 以上 の 世 帯数 ・前 節 の(1>

式 で はN。 の定義 が な され て い ない で あ る。な お ⑱式 とa4式 の パ ラメ ー

タ ーは 等 しい もの と仮 定 され てい る。⑬式 を㈱式で割 る ことに より,つ ぎの

式 が導 か れ る。

去一(評 ⑮

と こ ろ で,N。/Niはi財 の 普 及 率 で は な い 。Nl/Nがi財 の 普 及 率 で あ る'

(Nは 全 世 帯 数)。 した が っ て 前 節(1)式 でNi/N・-Si(Siはi財 の 普 及 率),

と お い て,⑧ 式 を 導 き 出 し て い る の は お か しい こ と に な る。

パ レー ト常 数 α=2と お い て

l
l・「/§ 「 ・1・(3)

とす るの も,前 提 条件 自体 に問 題 が あ るの で 正確 な表現 とはいえないであ ろ

う。

またi財 非所 有 世 帯 の生 活 水 準lilは,つ ぎの恒 等式

s玉1i一ト(1-Si)liノ…≡≡lo(4)

を媒 介 と して

l
l・'=1+茜 ・1・(5)

が導 か れ,こ れ と(3)式が 基 本 的 な式 とな って い る。

しか し,liお よびIi!を そ れ ぞれi財 所 有 世 帯 お よびi財 非所 有 世帯 の 平

均 生 活 水 準 とす れ ば,1・ は 次式 で導 か なけ れ ば な らない。

1・≡昏+(Ni1-N)1・ta6)・
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しか しなが ら,パ レー ト曲線を当てはめるとい う観点か らは,liお よび1・は

それぞれの平均生活水準ではな くて,そ れぞれの生活水準の下限を表わす も

のであることに注意す る必要がある。か くして

1・一(1
Si)÷ ・1・(2)

では

・一(獣 ・%⑰

が,(1)式 の妥当す るか ぎり正 しい ことになる。 ところでNiは 標本か ら分 る

数字である。N。 は平均的な生活 水準以上の 世帯数でなければ ならないので

生活水準そのものが明確に定義 されないかぎ り分 らない ものである。た とえ

ぽ,平 均的な生活水準を,平 均的な所得に対応するもの と仮定すれば算出は

できるであろ う。平均所得のとり方も,算 術平均であるか他の平均値である

かによって異なって くる。 もし平均値 としてメディア ソを用いれば,

N。=N/2

となる。このようにして

職一(亜N
i)÷ ・㌔ ⑳

は新たに計算できるであろ う。 もし平均生活 水準以上の世帯数をN/2と す

れば,上 式はつ ぎのようになる。

・一(丑2N
i)÷両 ⑱

もし α一2と お くこ とが で きれ ば,上 式 は

聡一(12S
i)÷ ・㌔

1
=V2
,,・1。 ⑲

た だ し,Si=Ni/Nはi財 の 普 及 率 。

またi財 非 所 有 世 帯 の 生 活 水 準 の 下 限liノ は
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寄一(逃Niノ)÷ ⑳

か ら,

1・t-(N7
N)÷ ・1・

一(÷)÷ .㌔ ⑳

ただ し,Niノ は生 活 水 準li'以 上 の世 帯 数 で あ るか ら,Ni,÷Nと 考 えて も誤

差 は小 さいで あ ろ う。 もしa=2と す れ ば

1・・一(1ゾ2)・1・ ⑳

これは,す べての場合に当てはまる固定的なものであ る。

5

前節での論議を若干の実際データをもとにして さらに検討を加えてみ よ

う。

まずパ レー ト曲線について。税務 データを用いてパ レー ト曲線の当てはめ

を行な う場合,一 つの問題は免税点以下の取扱いであ る。免税点以上の傾向

を免税点以下に単純に引き伸ばす方法 も使われ ることもあるが,こ れは一般

に危険である。亀われわれの利用 した,昭 和34年 の全国消費実態調査(総 理府

統計局)か ら判断す るかぎ り,与 え られた全世帯現金実収入階級別世帯数の

分布にたい してパレー ト曲線をそのまま当てはめるのは危険であ る。す なわ

ち,1ヵ 月間の収入が2万5千 円未満の階層を包含 してパ レー ト曲線のパラ

メーターを 最小二乗法 で推定 す るのは形式的 にす ぎるであろ う。 何 となれ

ぽ,双 対数 グラフで横軸に収入金額,縦 軸に累積世帯数をとり,え られたデ

ータをプロットすると,収 入金額2万5千 円以上は大体右下 りの直線 とみな

せ るが,2万5千 円未満については直線の傾斜がかな り緩かになる 札幌

市の場合特に顕著である。
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第1表 現金実収入階級別

調査世帯分布

(全 国 ・全世帯)昭 和34年

現金実収入障 鱗1羅 綴

～4 .9翻

5～9.999

「10～14・999
115～19 .999'

f
20～24.999

25～29.999

30～34.999

35～39.999;

40～44.999

45～49.999

50～59.999

6・～69・999「

70～79.999「

80～89.999

go～99.999

100～

6

4

8

9

4

2

4

3

7

5

0

0

7

8

5

9

8

3

5

0

9

8

5

5

8

7

7

7

8

3

7

6

1

3

3

7

6

2

1

6

7

8

3

2

6

4

1

8

1

3

5

6

6

5

3

2

1

2

1

42,841

42,655

41,321

37,963

32,254

25,560

ユ9,278

14,124

10,471

7,684

5,809

3,439

2,169

'

1,482

1,044

869

第2表 現金実収入階級別

調査世帯分布

(札幌 ・全世帯)昭 和34年

現金実収入匝 鱗 掻 綴
千円

～4 .996

5～9,999・

10～14.999

15～19.999

20～24.999

25～29.999

30～34.999

35～39.999

40～44.999

45～49.999

50～59.999

60～69.999

70～79.999

80～89.999

90～99.999

100～

0

3

9

9

7

2

0

5

4

4

7

8

5

2

5

9

1

2

4

4

3

2

1

2

1

9

9

6

7

8

1

9

9

4

0

6
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資料:総 理府統計局 「昭和34年 全国 資料:総 理府統計局 「昭和34年 全国

消費実態調査報告」第5巻,p.32消 費実態調査報告」第5巻,p・471

第1表 か ら全 国 ・全 世 帯 の収 入 分 布 に ついてパ レー ト曲線を当てはめパ ラ

メ ーター αを推定す ると,1.49に な る。 また札 幌 市 の 全 世 帯 に つ いて同様

に パ ラメー ター αを最小二乗 法で推定す る と,1.25に な る。

しか し第1表 を もとに して作成 した第1図 お よび第2表 を もとに して作 成

した第2図 か ら容 易 に 明 らか な よ うに,2万5千 円未満 の収 入階 層を 入 れ た

ま まで パ レー ト常数 αを推定 す るのは 危険であ る。 もし2万5千 円 未 満 の

収 入 階 層 を 除 き,2万5千 円 以上 の所 得 階 層 だ け を 対象 に してパ レー ト常数

・rxを最 小 二乗 法 で推 定 す る と ,全 国 ・全世 帯 で は2.58,札 幌 市 ・全 世 帯 で は

2・40と な る 。1万5千 円 場 上 を とれ ば そ れ ぞ れ2・19と1・94に な る 。
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以上の 推 論か らす るか ぎ り,パ レー ト常 数 αを2と お い て 分 析 を 進 め る

の は危 険 な面 を もってい ることが分 るであ ろ う。 以上の推論か らす る と,収

入 階 層 を2万 円 以上,1万5千 円 以上 とい うよ うに 範 囲 を 広 げ て い く と,

α÷2と な る こ とは想 像 が つ くで あ ろ う。 しか し α÷2を 出す た め に 無 理 に こ

の よ うな こ とをす るのは本末顛倒 の感が ないで もない。

つ ぎに2節 でみ た佐 久 間 氏 の耐 久 消費 財 のス コア と,同 じデ ー タに つ い て

第1図 パ レー ト曲線(全 国 ・全世 帯)
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耐久消費財のスコアについて(竹 内,清 水川) 一77一

われわれの算式か ら計算 したスコアを参考のためにつ ぎの第3表 および第4

一表にかかげておいた
。

佐久間氏 も上記論文で最後にふれているように,こ の接近の一大欠陥は,,

時系列的接近において計測の基礎を与える普及率の変化が,生 活水準指標の

変動をもた らすことであろ う。 また商品選択いかんにより生活水準が変動す

る欠点をもっている。

これ らの問題を含めより総合的な接近法 として,わ れわれは,ち ようど地

域 別の潜在需要を測定す る道具 としての市場指数 と多元回帰分析の結合に類

した方法を考えている。 これについてはまた別の機会にゆずることにす る。

第2図 パ レー ト曲線(札 幌市 ・全世帯)
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第3表 耐久消費財のスコア(佐 久間方式)

帯
準難

、×1001+》 馬

64

66

56

71

67

77

62

55

58

62

68

66
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普 及 率 所有世帯

品 目
Si

昭和33年

5月(東 京)

生 活水準

li=

1

γ 蕊一×100

1電 気 あんか ・こたっ 32.1% ユ76

2扇 風 機 25.2 198

3洋 服 ダ ン ス 60.5 ユ29

4応 接 セ ツ ト 16.1 249

5氷 冷 蔵 庫 23.7 2Q5

6電 気 冷 蔵 庫 9ユ 331

7洗 濯 機 37.1 164

8ミ シ ン 67.7 122

9カ メ ラ 5Ll 140

10ス ト ー ブ 37.7 163

11電 話 22.3 212

12テ レ ビ 26.6 194

第4表 耐久消費財のスコア(わ れわれの試案)

生活水準
格 差

di=li-li,

帯
準
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